










































































































































































































































































































































































































































































特集　学生と市民のための公開講座『現場からの法律学・政治学  Ⅱ』 　69　
鈴木先生から日本の入管政策の動向についてお話があります。外国人労働者の問題は，
国の政策に関わるものですので，その是非を議論するものではありませんが，外国人
が日本で生活するうえで必要なサポートをし，基本的なインフラ整備を進めていくこ
とは重要な課題です。外国人の生活環境が整備されないと，これまでお話しさせてい
ただいたような地域での課題がさらに顕在化する懸念があります。新宿区はこれまで
様々な取組をしてはいますが，これは一つの区の単位で解決できることではありませ
ん。従って，一自治体だけではなく，もっと広域的な対策が求められてくるかと思い
ますので，この点については，鈴木先生のお話をお聴きして勉強させていただきたい
と思います。
　ご清聴ありがとうございました。（拍手）
日本の入管政策の動向
鈴木  潔
　内野先生，大変貴重なご報告をありがとうございました。私の方からは，「日本の入
管政策の動向」ということで，お話致します。
　外国人在留者が増加し始めた1980年代から現在（2010年代）までの日本の入管政策
について，駆け足で触れてみたいと思います。その際，気にしておきたいポイントが
あります。「日本の入管政策」と今申しました。日本では「入管政策」といっておりま
すが，アメリカではこれは「移民政策（immigration policy）」です。他の国と比べた場
合の日本の政策の特徴は，基本的に，人手不足を理由にして外国人労働者を受け入れ
ることをしてこなかった，ということです。しかし意外なのは，私たちの周りでは沢
山の外国人の方が働いているという実態です。国は認めていないのに，働いている
人がいる。これは何故なのか，ということですが，まず日本人の血統を引いている人，
いわゆる日系人は働いてもいいことになっています。それから，発展途上国への国
際協力のために日本に来ている研修生・技能実習生は働いてもいい。経済連携協定
を結んでいる一部の国の人は看護師，介護士として働いてもいい。それから留学生。
先ほど内野先生も仰いましたように，彼らはアルバイトというかたちで働いていま
す。こうして，「事実上の」労働力を受け入れている訳です。つまり，外国人や移民
